
委
員
　
市
立
小
・
中
学
校
に
各
補

助
員
等
を
配
置
す
る
学
校
経
営
支

援
事
業
で
は
、
学
校
長
の
裁
量
に

よ
っ
て
配
置
計
画
を
定
め
る
こ
と

が
で
き
る
が
、
同
事
業
が
学
校
経

営
の
第
三
者
に
よ
る
評
価
の
対
象

に
な
る
か
聞
き
た
い
。

　
ま
た
、
学
校
が
配
置
時
間
数
を

大
き
く
変
更
す
る
場
合
の
教
育
委

員
会
の
対
応
は
。

指
導
室
長
　
同
事
業
は
教
育
活
動

の
範
ち
ゅ
う
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

第
三
者
評
価
や
学
校
運
営
連
絡
協

議
会
な
ど
に
お
け
る
評
価
の
対
象

に
な
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

　
ま
た
、
時
間
数
の
変
更
は
、
雇

用
等
の
問
題
が
解
決
で
き
れ
ば
可

能
な
範
囲
で
柔
軟
に
対
応
し
て
い

き
た
い
。

委
員
　
武
蔵
国
府
跡
御
殿
地
地
区

保
存
整
備
活
用
検
討
協
議
会
（
仮

称
）
の
構
成
メ
ン
バ
ー
と
御
殿
地

地
区
の
保
存
活
用
に
向
け
た
同
協

議
会
の
取
組
を
聞
き
た
い
。

ふ
る
さ
と
文
化
財
課
長
　
構
成
メ

ン
バ
ー
は
、
国
史
跡
と
し
て
保
存

を
行
う
観
点
か
ら
学
識
経
験
者
、

委
員
　
認
証
保
育
所
の
保
育
料
は

認
可
保
育
所
と
比
べ
高
額
だ
が
、

認
証
保
育
所
を
利
用
す
る
保
護
者

へ
の
補
助
と
保
育
所
等
の
増
設
に

つ
い
て
、
市
の
考
え
を
聞
き
た
い
。

保
育
課
長
　
認
証
保
育
所
を
月
１

６
２
時
間
以
上
利
用
す
る
保
護
者

に
対
し
、
市
と
し
て
月
１
万
円
の

に
ぎ
わ
い
創
出
の
視
点
か
ら
観
光

の
専
門
家
な
ど
、
市
民
を
中
心
と

し
た
12
名
程
度
を
予
定
し
て
い
る
。

　
ま
た
、
同
協
議
会
の
取
組
と
し

て
は
、
大
國
魂
神
社
を
中
心
と
し

た
国
府
跡
全
体
の
保
存
管
理
計
画

や
御
殿
地
地
区
の
拠
点
的
な
位
置

付
け
を
目
指
し
た
整
備
計
画
を
策

定
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

更
に
は
基
本
設
計
に
向
け
た
準
備

を
行
い
、
そ
の
後
実
施
設
計
、
整

備
工
事
に
取
り
組
む
予
定
で
あ
る
。

補
助
を
実
施
し
て
い
る
。

　
今
後
は
全
て
の
保
育
施
設
の
利

用
者
負
担
の
適
正
化
を
図
る
た
め
、

各
施
設
の
均
衡
、
公
平
性
を
踏
ま

え
、
補
助
の
考
え
方
も
あ
わ
せ
て

検
討
し
て
い
き
た
い
と
考
え
る
。

　
ま
た
、
保
育
所
等
の
増
設
に
つ

い
て
は
、
子
育
て
支
援
全
体
で
の

保
育
施
設
の
役
割
を
念
頭
に
置
き
、

既
存
施
設
の
有
効
活
用
を
中
心
に

利
用
者
の
ニ
ー
ズ
に
見
合
っ
た
施

策
の
検
討
を
考
え
て
い
る
。

学
識
経
験
者
で
構
成
す
る
桜
通
り

等
改
修
事
業
検
討
協
議
会
で
検
討

を
始
め
て
お
り
、
25
年
度
に
市
に

対
し
提
言
を
い
た
だ
き
、
そ
の
提

言
を
基
に
短
期
、
中
期
、
長
期
に

整
理
し
、
事
業
を
進
め
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
る
。

委
員
　
公
害
対
策

費
に
関
し
て
、
微

小
粒
子
状
物
質

（
Ｐ
Ｍ
２
・
５
）
の

測
定
を
行
い
、
公

表
を
す
る
予
定
は

な
い
か
。

環
境
政
策
課
長

平
成
21
年
に
Ｐ
Ｍ

２
・
５
に
関
す
る

環
境
基
準
が
国
に
お
い
て
設
定
さ

れ
て
お
り
、
都
に
お
い
て
も
22
年

度
か
ら
３
年
間
の
計
画
で
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
を
行
っ
て
い
く
と
し
て
い

る
。
本
市
の
庁
舎
内
に
も
府
中
局

と
い
う
都
の
測
定
局
が
あ
り
、
25

年
４
月
か
ら
Ｐ
Ｍ
２
・
５
の
測
定

結
果
を
公
表
し
て
い
く
予
定
で
あ

る
と
の
こ
と
で
あ
る
。

　
ま
た
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら

都
環
境
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
リ
ン

ク
を
は
り
、
既
に
測
定
し
て
い
る

小
平
市
や
狛
江
市
の
情
報
を
ご
案

内
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

委
員
　
桜
通
り
等

改
修
計
画
の
策
定

に
関
し
て
、
そ
の

目
的
と
ス
ケ
ジ
ュ

ー
ル
を
聞
き
た
い
。

土
木
課
長
補
佐

桜
通
り
、
府
中
公

園
通
り
及

び
第
一
小

学
校
東
側

の
市
道
３
¦
２
号
の
３
路

線
に
お
い
て
、
桜
の
木
の

巨
木
化
に
よ
る
根
上
が
り

や
民
地
へ
越
境
す
る
枝
、

更
に
は
木
の
病
気
等
に
伴

う
枝
折
れ
、
倒
木
な
ど
の

課
題
に
対
応
す
る
た
め
改

修
整
備
の
計
画
を
策
定
す

る
こ
と
が
必
要
と
な
っ
て

い
る
。

　
そ
の
た
め
、
平
成
24
年

度
か
ら
地
元
自
治
会
長
や

市

税

収

納

対

策

委
員
　
本
市
の
市
税
収
納
率
に
つ
い
て

は
、
多
摩
26
市
中
16
番
目
と
の
こ
と
だ

が
、
収
納
率
を
向
上
さ
せ
る
方
策
は
あ

る
か
。

税
務
管
財
部
長
　
本
市
で
は
市
税
収
入

の
安
定
的
な
確
保
を
目
的
と
し
、
収
納

率
向
上
計
画
の
策
定
を
進
め
て
い
る
。

　
同
計
画
で
は
、
差
し
押
さ
え
の
強
化
、

納
税
環
境
の
整
備
、
相
談
体
制
の
充
実

等
を
盛
り
込
む
こ
と
で
、
新
た
な
滞
納

者
を
増
や
さ
な
い
た
め
の
取
組
を
強
化

し
て
い
く
考
え
で
あ
る
。

　
具
体
的
に
は
現
年
課
税
分
の
滞
納
者

に
対
す
る
自
動
電
話
催
告
の
実
施
、
早

期
の
徴
収
強
化
、
細
や
か
な
納
税
相
談
、

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
で
支
払
え
る

期
間
の
延
長
等
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

イ
ン
フ
ラ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
計
画

委
員
　
イ
ン
フ
ラ
の
計
画
的
な
維
持
更

新
の
た
め
に
は
、
延
命
化
、
長
寿
命
化

が
必
要
と
思
う
が
、
市
の
考
え
は
。

　
ま
た
、
予
想
外
の
老
朽
化
等
で
市
イ

ン
フ
ラ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
計
画
に
沿
っ
た

推
進
が
で
き
な
い
場
合
、
同
計
画
を
見

直
す
考
え
は
あ
る
か
。

都
市
整
備
部
長
　
同
計
画
で
は
、
不
具

合
が
発
生
す
る
前
の
修
繕
や
長
寿
命
化

修
繕
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
で
、
事
後

保
全
型
か
ら
予
防
保
全
型
の
維
持
管
理

に
移
行
し
、
イ
ン
フ
ラ
の
延
命
化
等
を

図
っ
て
い
く
。

　
ま
た
、
状
況
の
変
化
に
応
じ
た
柔
軟

な
計
画
の
見
直
し
は
必
要
不
可
欠
で
あ

り
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
考
え
方
に

基
づ
き
、
計
画
を
実
行
し
て
い
く
。

市
立
保
育
所
民
営
化

委
員
　
市
立
保
育
所
の
民
営
化
に
つ
い

て
、
各
市
立
保
育
所
で
説
明
会
を
開
催

し
て
い
る
が
、
保
育
所
父
母
会
連
合
会

か
ら
は
保
育
検
討
協
議
会
会
長
に
対
し

民
営
化
導
入
手
順
に
対
す
る
不
信
感
が

あ
る
旨
の
意
見
書
が
出
さ
れ
た
。
こ
れ

に
対
す
る
市
の
見
解
を
聞
き
た
い
。

子
ど
も
家
庭
部
長
　
保
護
者
に
対
す
る

説
明
会
の
中
で
、
行
財
政
運
営
の
効
率

化
や
保
育
・
子
育
て
施
策
に
係
る
多
様

な
ニ
ー
ズ
に
適
切
に
対
応
し
て
い
く
た

め
民
営
化
を
実
施
し
て
い
く
旨
の
説
明

を
し
、
お
お
む
ね
ご
理
解
を
い
た
だ
い

て
い
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。
ま
た
、

同
協
議
会
に
お
い
て
も
十
分
議
論
し
た

上
で
の
結
論
と
理
解
し
て
い
る
。

市

民

協

働

事

業

委
員
　
市
長
は
市
民
と
の
協
働
の
ま
ち

づ
く
り
を
施
策
の
重
要
な
テ
ー
マ
に
掲

げ
、
平
成
25
年
度
か
ら
新
た
に
市
民
協

働
推
進
本
部
を
立
ち
上
げ
る
。

　
そ
こ
で
、
25
年
度
予
算
案
の
中
で
実

施
を
予
定
し
て
い
る
市
民
協
働
事
業
に

つ
い
て
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
も
の

が
あ
る
か
聞
き
た
い
。

市
民
生
活
部
長
　
更
な
る
市
民
と
の
協

働
推
進
を
図
る
た
め
、
基
本
方
針
等
の

策
定
に
向
け
た
市
民
参
画
の
協
議
会
を

設
置
す
る
な
ど
新
た
に
市
民
協
働
推
進

事
業
に
関
わ
る
経
費
を
計
上
す
る
と
と

も
に
、
友
好
都
市
交
流
事
業
や
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
ス
ク
ー
ル
モ
デ
ル
校
推
進
事
業

な
ど
様
々
な
局
面
で
市
民
参
加
を
充
実

さ
せ
る
た
め
の
事
業
を
予
定
し
て
い
る
。

枠

配

分

方

式

予

算

委
員
　
こ
こ
数
年
、
市
で
は
枠
配
分
方

式
に
よ
る
予
算
編
成
を
行
っ
て
い
る
が
、

同
方
式
の
利
点
と
問
題
点
は
。

財
政
担
当
参
事
　
利
点
と
し
て
は
、
各

部
の
裁
量
で
財
源
の
重
点
化
が
効
率
的

に
行
え
る
た
め
、
市
民
ニ
ー
ズ
へ
の
き

め
細
や
か
な
対
応
が
可
能
と
な
る
こ
と

な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
問
題
点
と
し
て

は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
下
、
年
々
枠

配
分
額
を
削
減
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況

に
あ
り
、
既
定
経
費
を
優
先
的
に
固
定

化
す
る
な
ど
前
例
踏
襲
的
な
傾
向
が
強

く
な
る
た
め
抜
本
的
な
見
直
し
等
に
結

び
付
き
に
く
い
面
が
あ
る
。
ま
た
、
部

を
ま
た
い
で
の
横
断
的
な
検
討
、
調
整

が
十
分
に
行
え
な
く
な
っ
て
い
く
こ
と

な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。

平成 25年度一般会計予算款
かん

（科目）別内訳

本市でＰＭ２. ５の

測定及び公表をする予定は

桜通り等改修計画策定の

目的と策定スケジュールは

御
殿
地
地
区
保
存
活
用
に
向
け
た

検
討
協
議
会
の
取
組
は

認
証
保
育
所
の
利
用
者
に

対
す
る
補
助
の
考
え
は

　▲巨木化した桜の木

平成 25年度各会計別予算額

区　　分 平成25年度 平成24年度 伸び率（％）

一　般　会　計 927億1000万円  　 　  897億9478万9千円
　（893億5000万円） 　

  3.2
（3.8）

特
　
別
　
会
　
計

国 民 健 康 保 険 236億6200万円  　 　　221億5487万円　   6.8

後期高齢者医療 42億1519万9千円 　　 40億1661万4千円 4.9

介 護 保 険 135億1521万7千円 　  128億3146万7千円   5.3

競 走 事 業 1173億2763万円  　   　1201億9632万3千円   △2.4

公 共 用 地 28億2119万4千円 　　 17億8536万5千円 58.0

下 水 道 事 業 37億5325万3千円 　　 36億8778万7千円 1.8

火 災 共 済 事 業 951万2千円 　　　　　952万1千円 △0.1

計 1653億  400万5千円 　1646億8194万7千円   0.4

合　　計 2580億1400万5千円 　2544億7673万6千円  
　（2540億3194万7千円）

  1.4
（1.6）

※ 平成24年度予算額は、一般会計当初予算が骨格予算のため６月補正後予算額を記載し、
　（  ）内は当初予算額を記載しています。特別会計は当初予算額を記載しています。

歳
入

９
２
７
億
１
０
０
０
万
円

歳
出

市税
469億9127万9千円
（50.7％）

民生費
434億6579万2千円
（46.9％）

教育費
98億6947万9千円
（10.6％）

総務費
123億6991万6千円
（13.3％）

衛生費
66億4211万円（7.2％）  

土木費
111億4919万1千円
 （12.0％）　

その他
92億

1351万
2千円

（10.0％）

国・都支出金
260億9309万4千円
（28.1％）

市債
31億6700万円（3.4％）

繰入金
56億9931万
4千円（6.2％）

その他
107億
5931万
3千円
（11.6％）

学
校
経
営
支
援
事
業
は

第
三
者
評
価
の
対
象
に
な
る
か
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